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建設混合廃棄物の排出実態
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建設混合廃棄物排出量の経年変化
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出典：国交省「建設副産物実態調査」

建設リサイクル法
(H12.5.31)

阪神・淡路大震災
(H7.1.17)

東日本大震災
(H23.3.11)

○分別解体が義務付けられた建設リサイクル法制定後、排出量は減少。
○平成30年度排出量の工事区分は、土木工事１８％、建築工事８２％。
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建設リサイクル法
(H12.5.31)

解体・木造工事の面積あたりの排出量は、１／４に減少
解体・非木造工事の面積あたりの排出量は、２／５以下に減少

出典：国交省「建設副産物実態調査」

○解体工事の建設混合廃棄物の延床面積あたりの排出量はＨ１２以降大幅に減少
⇒ 分別解体の効果

建設工事 建設混合廃棄物の延床面積あたりの排出量 経年変化

建設混合廃棄物の排出原単位の実態
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建設混合廃棄物の排出過程

最終処分場

混
合
廃
棄
物
と
な
る
資
材

①混合廃棄物発生抑制
混合廃棄物となる資材をできる
だけ使用しないで構造物を建設

④処理施設経由処分量削減
中間処理施設の再資源化
率を向上し処分量を削減

②現場分別徹底
現場分別を徹底し混合廃棄物の排出抑制

再資源化施設
製品化工場

高度選別
再資源化施設

現場分別
単品

廃棄物

中間処理
施設

③最終処分場への直送削減
現場から最終処分場への搬出を削減
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建設混合廃棄物の目標指標について

○「建設リサイクル推進計画2014」において、建設混合廃棄物の目標指標として「排
出率」と「再資源化・縮減率」２つを目標として設定。
○適切に現場分別が進めば進むほど、中間処理施設にて再資源化等が困難となり、最
終処分場に持って行かざるを得ない建設混合廃棄物の割合が増加。
○平成30年度建設副産物実態調査結果においても、混廃の排出量が減少すれば、再資
源化・縮減率も低下する傾向を示している。

都市部は、北海道を除く東北（宮城）、首都圏、中部圏（愛知）、近畿圏、中国圏（広島）、北九州圏（福岡）と仮定

資料：「H30年度建設副産物実態調査結果」

建設混合廃棄物排出量と再資源化・縮減率の関係
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○適切に現場分別が進めば進むほど、中間処理施設にて再資源化や縮減が難しくな
り、最終処分場に持って行かざるを得ない建設混合廃棄物の割合が増加。

建設混合廃棄物の処理

現場分別が進んでいないと、混合廃棄物の中に、リ
サイクル可能なコンクリートガラ等が多く含まれる。

＜イメージ図＞ （リサイクル困難なものが同じ量、搬出されると想定）
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現場分別が進んでいると、混合廃棄物の中に、
リサイクル困難な複合材等が多く含まれる。

現場からの
搬出割合

適切な
現場分別
の促進

最終処分場に
持って行く割合増加
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建設混合廃棄物の目標指標について

○解体工事においては、リサイクル可能なコンクリートガラ、木くず、鉄くず等は
分別解体される過程でほとんど取り除かれるため、排出される混合廃棄物の中に、
リサイクル可能な状態で混入しているものは少ない。
○また、新築系にはない複合材の割合も多いため、新築系に比べて、著しくリサイ
クル率が低くなる。
○特に、解体残さ（下ゴミ）は埋立依存率が高い廃棄物となっている。

出展：関東建設廃棄物協同組合
「建設系混合廃棄物の徹底比較 解体・新築」等

ﾘｻｲｸﾙ 困難物
69％

解体残さ（下ゴミ）組成比率
（重量ベース）

ﾘｻｲｸﾙ 困難物
42.5％

解体系混合廃棄物組成比率
（重量ベース）

新築系混合廃棄物組成比率
（重量ベース）

ﾘｻｲｸﾙ 困難物
49.3％
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建設混合廃棄物の目標指標について

○現場分別が徹底されると、選別施設に持ち込まれる建設混合廃棄物のリサイクル
できない廃棄物割合が高くなる
⇒リサイクル率を向上させるためには選別技術の高度化が必要

「ふるい下残さ」を少なくし、
リサイクルする技術が必要

過酷な「手選別」
→ロボット選別
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